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NHK Integrated Technology Inc.

お問い合わせは下記まで

当社は、ご提供いただいた個人情報を、
放送ネットワーク、受信ネットワーク、情報通信
ネットワーク、コンテンツ制作・送出システム、ケー
ブルテレビ局向けトータルソリューションおよび建
築・建築音響・鉄塔、海外業務に関する設備や施
設の企画・コンサルティング・調査・システム設計・
施工・管理・運用・保守のために利用いたします。

個人情報の利用目的
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放送ネットワークの最適ソリューションを提供します
放送ネットワーク

放送の受信環境を整備します
受信ネットワーク

時代をリードする情報インフラを構築します
情報通信ネットワーク

効率的な制作・送出システムを提供します
コンテンツ制作・送出システム

番組制作から送出・番組保存、エリアワンセグ等の実験対応など
トータルソリューションを提供します

ケーブルテレビ局向けトータルソリューション

総合的なノウハウでご要望にお応えします
建築・建築音響・鉄塔

世界の放送事業の発展に貢献します
海外業務

技術開発にチャレンジしています
開発システム

ＮＨＫアイテックは豊かで快適・安心なネットワーク環境の一層の発展に向けて、

社会的な使命と責任を果たすことをお誓いします

　ＮＨＫアイテックは、1969年の創業以来、社会

への貢献を柱に放送分野での総合技術会社として

「確かな技術力」をベースに、信頼を何よりも大切

にしながら、放送・情報関係の社会基盤を支える仕

事に取り組んでまいりました。

　当社はこれからも、『技術と信頼で未来を拓く』

を“合言葉”に、「信頼」「安全」「責任」「挑戦」を４つ

の誓いとして、一層の社会貢献を目指します。公共

放送ＮＨＫのグループの一員として、公共の基盤を

支える高い企業倫理、社員モラルを全社に浸透さ

せ、「ISO9001」の推進による安全・安心・確実な日

常的な仕事への取り組みにより、お客様第一の考

え方を事業活動の基本に一段と貫いていきます。

　2012年3月末、東北3県でデジタル化が行わ

れ、わが国のデジタル化が完了しました。当社はデ

ジタル化整備事業に一貫して携わってきており、こ

れまで積みあげてきた技術力とノウハウを発揮し

て、円滑な移行に貢献することができました。

　また、今回の大震災の教訓を踏まえ、当社ならで

はのノウハウを生かして、災害対応の機器や技術

を新たに開発・導入するなど、豊かで快適・安心な

ネットワーク環境の一層の発展に向けて、お客様

のご期待に一層お応えできるよう、たゆまない努力

を続けていくことをお誓いいたします。

NHKアイテックはデジタル社会に

先進の技術で貢献します

代表取締役社長

（ながい　けんじ）



放送ネットワーク

業務概要 業務概要

放送ネットワークの最適ソリューションを提供します
コンサルティングから設計・施工・運用・保守まで、サービスエリアとネットワークの効率性を追求した最適システムを、
トータルソリューションで実現いたします。

放送ネットワークの構築
● 基幹放送所・中継放送所の建設
● 最適サービスエリアと効率的ネットワークの構築
● デジタルテレビ極微小電力中継放送所の建設
● ネットワークに係る各種電波伝搬等の調査・解析
● マルチメディア放送設備の調査・設計・施工

放送所の保守
● 全国集中監視システム 
地上デジタル放送電波の質と送信機器の状態
を常時監視する機能を内蔵した監視・制御装置と
サーバーを組み合わせたシステム 

● 基幹局・中継局保守業務
定期保守をはじめ、災害時や障害発生時の緊急保守のほか、
無線局の登録点検の実施

放送所システムの設備更新
● 既設テレビ・ラジオ・ＦＭ基幹放送所、中継放送所の設備更新

通信設備の調査・設計・施工
● 携帯基地局等の調査・設計・施工
● 消防デジタル化、防災行政無線デジタル化

コミュニティ放送局・イベント放送局
● 日本各地にネットワーク技術を提供

受信ネットワーク
放送の受信環境を整備します
テレビ、ラジオ、データなどすべての放送電波の良質な受信のご要望に
豊富な経験と最新技術で、コンサルティングから設計・施工・保守までお応えします。

放送受信環境コンサルティング
テレビジョン放送からラジオ放送（ＡＭ・ＦＭ）まで放送電波全般に関わる
各種調査、受信システム構築、メンテナンスまでをトータルで対応
● 電波受信障害（無線設備混信障害、建造物障害等）シミュレーション、
ならびに受信状況実態調査

● 放送受信システム受信点選定調査
● 無線システム（ギャップフィラー、ミリ波、無線ＬＡＮ等）伝搬試験及び検証調査

放送受信システムの設計・施工・保守
● 放送／通信設備及び建造物等に起因する地上・衛星放送の受信障害対策
システムの設計・施工・保守

● 各種建物内（オフィスビル、集合住宅、学校、病院、ホテル等）放送受信
システムの設計・施工・保守
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マルチメディア放送「モバキャス」名古屋送信所

　（右）送信アンテナ

（左）名古屋テレビ塔

基幹放送所の保守（熊本朝日放送様） 多機能型デジタルサイネージ

デジタル中継局（NHK・民放各社共建）

東京スカイツリー(大型電波障害対策)

ギャップフィラー送信所
（いすみ市）

受信環境測定

全 国 集 中 監 視 シ ス テ ム

ギャップフィラーシステムの免許手続・設計・施工・保守
地上デジタル放送の受信が困難な難視聴地域における対策として有効な
ギャップフィラーシステム装置の事前準備業務（潜在電界調査、システム設計、
免許申請手続等）からシステム構築及び保守までを一貫して実施
● 暫定的対策である衛星セーフティネット受信からの恒久対策
● 老朽化辺地共聴施設の更新対策
● 受信障害対策（地下街を含む）

新たな事業への取り組み
● 多機能型デジタルサイネージ（デジタルサイネージ+エリア放送）

● アイピー・ラジオシステム

平常時は各種インフォメーション、ＮＨＫ文字ニュース情報を提供、
緊急時は災害発生等の情報発信

ラジオ放送をＩＰに変換し共聴設備を利用し伝送するシステムを開発
ＡＭ・FMラジオ放送の聴取が困難な病院等の建物内でも、
無線ＬＡＮ内蔵専用端末でＡＭ・FMラジオ放送が聴取可能

デジタルミニサテ

中継局
（ミニサテ）

パケット通信網
FOMA・au・有線

専用線接続

監視（インターネット）

各種端末

電話機

監視制御端末

監視サーバー

24時間監視制御サポート

制御（VPN接続）

通知（TEL）

警報（Eメール）

中継局 中継局

子　機

放送事業者様・全国支社／事業所 全国集中監視センター

子 機子 機 子 機

リフレッシュルーム会見場・会議室オフィス
GFアンテナ
（サイン灯型）

GFアンテナ

光ケーブル

光ケーブル
光接続箱・光カプラー

地上デジタル放送用送信機

地下1階天井

地下1階

GFアンテナ
（平面型）

GFアンテナ
（平面型）

東京証券取引所ギャップフィラーシステム

受信アンテナ

地上デジタル放送用ヘッドアンプ
（光送信機内臓）

アイピー・ラジオシステム

NHK第1

RADIO-IP変換システム

無停電電源装置

NHK第2

TBSラジオ

文化放送

ニッポン放送

ラジオ日本

コンバータ

サーバー

コンバータ

5階

無線LANルータ

コンバータ

4階

無線LANルータ

コンバータ

3階

無線LANルータ

コンバータ

2階

無線LANルータ

コンバータ

1階

無線LANルータ



情報通信ネットワーク
時代をリードする情報インフラを構築します
地域の文化創造、教育、福祉の充実等、多様な情報を提供する情報ネットワーク構築の技術で、
コンサルティングから設計・施工・保守までお応えします。

地域情報通信ネットワーク
● 国・自治体などの補助事業を活用した
地域情報通信ネットワークを構築

ケーブルテレビの高度化
● ケーブルテレビのデジタル化、インターネット導入の
設計・施工・改修工事の実施

各種展示設備
● ホールや美術館、文化センターなどの展示設備などに対応

道路交通情報提供システム（VICS）
● 財団法人道路交通情報通信システムセンター様が
運用しているVICS-FM多重放送装置の設置・保守を受託

エリア放送（ワンセグ放送）
● エリア放送（ワンセグ放送）による特定エリアに映像・音声・データ
放送等の情報を提供するシステムの構築・運用をサポート
当社では、免許申請、周波数検討、登録点検、システムの設計
および構築・運用のすべての分野に対応

コンテンツ制作・送出システム
効率的な制作・送出システムを提供します
お客様のコンテンツ制作および送出システム構築のご要望に的確にお応えし、運用性、操作性に優れたシステムを実現します。
コンサルティングから設計・施工・保守までお応えします。

デジタル放送制作システム
● ハイビジョンスタジオ設備
● ノンリニア編集設備、ハイビジョン編集設備
● 音声設備
● ハイビジョンバーチャルスタジオシステム※
● ホール音響設備　など

デジタル放送送出システム
● データ放送制作・送出システム※
● BS・CS・地上デジタル放送送出システム
● TS法定同録装置、TSロギング・監視装置※
● システム監視通報装置※
● ES（エンジニアリングサービス）システム　など

CATV、FM放送送出トータルシステム
● ハイビジョン自主放送制作・番組／デジタル送出システム※
● コンパクトFM放送送出システム
● CATV局様向けTS/BB同録装置※など各種システム

デジタル放送システムの監視・運用
● ハウジングの提供（スペース、非常用電源設備など）
● CSデジタル放送・CATV局用送出システムの監視・運用
● ES（エンジニアリングサービス）設備の監視・運用

ブロードバンド放送システム
● 放送と通信が連携したオンデマンドサービス
● 光ファイバーネットワーク　など

※自社開発製品
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海部郡地域情報化基盤整備 センター設備
「徳島県海部郡3町（海陽町・牟岐町・美波町）事業」

業務概要 業務概要

NHK放送センター
ハイビジョンスタジオ（設計・監理）

エフエム栃木
スタジオ設備

千葉市美浜ホール音響設備 JBS・CSデジタル放送センター 送出監視室

アイ・キャン(岩国市)
スタジオ副調整室／送出システム

VICS多重装置

㈱㈱嶺南ケーブルネットワーク

敦賀市役所

ワンセグ放送

ギャップフィラー
再送信機

送信アンテナ

敦賀市役所屋上

敦賀市役所

各種防災情報 避難所情報

・映像／音声コンテンツ
・データ放送
・EPG
・緊急起動信号

各種防災情報

コンテンツ制作

ワンセグ
送出部

避難所

想定

WiMAX

ワンセグ受信端末による
緊急起動（EWS）のデモ検証

2010年1月27日～31日に㈱嶺南ケーブルネットワーク様と共同で光ケーブルを活用したワンセグ放送による防災情報等の伝送実験を行いました。
当社のギャップフィラー技術とワンセグ伝送技術を連携させ、災害情報や避難所情報、ライフライン情報などの、「安全・安心」に関わるきめ細かな自治体情報
を伝達する手段としての有効性を実証しました。

ヘッドエンド室
放送系 光送出架

こしの国ケーブルテレビ施設整備事業（センター設備）
・自主放送設備 スタジオ副調整室



ケーブルテレビ向け
トータルソリューション
番組制作から送出・番組保存、エリアワンセグ等の実験対応など
トータルソリューションを提供します。

番組送出
● ハイビジョン番組送出システム
自主番組をハイビジョン番組として編成し、送出できるシステム

建築・建築音響・鉄塔
総合的なノウハウでご要望にお応えします
蓄積された経験と最新の総合技術力をもって、
放送建築の設計・コンサルティング・建設・メンテナンスを行います。

放送会館・送信所
● 放送会館・基幹放送所・中継放送所建物

ホール・スタジオ
● 音楽ホール・劇場・講堂・会議場・アリーナ・放送スタジオ・
制作スタジオ・録音スタジオ

各種空中線用鉄塔
● 地上デジタルテレビ・ラジオ・通信・マイクロ用の空中線用鉄塔
● 自立式三角鉄塔（iD鉄塔）

電源・電気設備、空調・給排水設備

構造物強度検討、耐震診断、塗装

外壁塗装・屋根防水
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NHK函館・渡島福島放送所、iD鉄塔（設計・施工）

NHK山口放送会館 汎用スタジオ
（2005年）（スタジオ工事）

北千住THEATRE1010 劇場
（2004年）（音響設計）

B-SAT君津衛星管制　受配電設備（設計・施工）鳥取・束積デジタル固定局（設計）

業務概要 業務概要

●デジタル放送システム
ハイビジョンエンコーダ／多重化装置／ＯＦＤＭ変調器／ＥＰＧ装置
などを有機的に結合させ、自主放送をデジタル化するトータルシステム

番組制作
●ハイビジョンバーチャルシステム
狭いスタジオでも背景を自由に手軽に変更でき、多種多様な演出が
可能なバーチャルスタジオシステム （NHK、NHKアートと共同開発）

クロマキー合成

カメラ映像

HD-SDI HD-SDIHD-SDI
レンズデータ

雲台データ

合成映像同期信号

CG映像

●データ放送システム
気象情報・お知らせ・イベント情報などきめ細かな地域情報を
発信できるシステム

各
種
情
報

BCML
コンテンツ

番組保存
●アーカイブシステム
既存のテープ媒体や新たな番組素材・完パケを効率よく光磁気ディスクに
番組・素材ファイルとして転送・保存し、記録情報の管理を行なうシステム

ワンセグ
●ワンセグソリューション
エリアワンセグなど携帯端末向けに地域住民に
「安全・安心」を提供するワンセグトータルソリューション



開発システム
技術開発にチャレンジしています

NHKアイテックは技術開発を行っております。

海外業務
世界の放送事業の発展に貢献します
アジア、アフリカ、オセアニア、中南米諸国で、政府開発援助（ODA）、国連援助など
幅広くコンサルタント業務を展開しています。

地上デジタル中継局用送信機

放送システムの構築
● 放送システムの基本調査から設計・施工監理を行っています
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技術者派遣
● 現地において技術指導を行っています

業務概要業務概要

カンボジア国営放送局 タンザニア国営ラジオ局 パプア・ニューギニア国営ラジオ局
スタジオ

ラオス国営テレビ局

アフガニスタン国営テレビ局
アスマイ山テレビ送信所

アフガニスタン国営テレビ局
アスマイ山テレビ送信機

エチオピア国遠隔地放送教育機材整備計画
セメラ・ラジオスタジオ、放送設備

エチオピア国遠隔地放送教育機材整備計画
セメラ・ラジオスタジオ、放送設備

エチオピア国遠隔地放送教育機材整備計画
セメラ・ラジオスタジオ、放送設備

インドネシア国営テレビ放送局 インドネシア国営テレビ放送局
送信機（6波実装）（NＨＫと共同開発）

● 1～3W送信機
● オレンジブック準拠
● IM：-50dB以下（歪み補償なし）
● NＨＫの技術審査に合格
（日本通信機と共同開発）

● パッケージサテ（ミニサテ級用）
現地工事が極めて簡便

分離光受信部

送信部

耐雷電源部

送信部

受信部（ラックマウントタイプ） 受信部（ポールマウントタイプ）

「受信端末」表示画面例NHK放送技術研究所との共同研究により
(株)エクスプローラと共同開発

IP-SFN対応エリアワンセグシステム
● ホワイトスペース活用おける効率的な電波利用を実現する
単一周波数ネットワーク（SFN）対応、
多チャンネルワンセグ送信機と配信サーバ

配信サーバ

多チャンネル
ワンセグ送信機

OFDM変調器

IP-SFN対応エリアワンセグシステム

アイピー・ラジオシステムの開発5GHz無線LANを活用した移動中継
ハイビジョン伝送システム

地上デジタル放送用無給電光伝送装置
● 受信した放送電波を無給電で光変調し、送信点に伝送する装置

● ラジオ電波（AM・FM放送）が良好に受信できない病院や
老人ホーム、マンションなどで、番組の音声をIP変換し、無線LAN
内蔵端末で聴取できる「アイピー・ラジオ」システム

● 5GHz無線LANシステムを使用して、無線LAN環境下における
伝送レートの変動に連動したレート制御機能を有するエンコーダ
を新たに開発し、小型中継車、自転車などからハイビジョン移動中継
が安定かつ確実で、低廉化できる伝送システムを開発
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許可・登録等

1　建設業許可 

2　一級建築士設計事務所登録 
本社 東京都知事登録  第17824号 

関西支社 大阪府知事登録 （ハ） 第17057号 

中部支社 愛知県知事登録 （い-18） 第5872号 

中国支社 広島県知事登録 03（1） 第1432号 

九州支社 福岡県知事登録  第1-10940号 

東北支社 宮城県知事登録  第06010158号 

北海道支社 北海道知事登録 （石） 第2424号 

四国支社 愛媛県知事登録  第2900号 

3　品質保証国際規格認証
ISO9001 登録番号 JQA-QM3349 登 録 日 1999年5月14日   

  有効期限 2015年5月22日   

電気通信工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

建築工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

鋼構造物工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

土木工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

管工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

とび・土工工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

内装仕上工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

電気工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

防水工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

塗装工事業 国土交通大臣許可 （特-19） 第4340号 

4　無線局登録検査等事業者 
関東総合通信局 総務大臣登録  関一第0040号 
信越総合通信局 総務大臣登録  信一第0003号 

近畿総合通信局 総務大臣登録  近一第0009号 

東海総合通信局 総務大臣登録  海一第0023号 

北陸総合通信局 総務大臣登録  陸一第0001号 

中国総合通信局 総務大臣登録  中一第0009号 

九州総合通信局 総務大臣登録  九一第0019号 

北海道総合通信局 総務大臣登録  北一第0010号 

東北総合通信局 総務大臣登録  東一第0014号 

四国総合通信局 総務大臣登録  四一第0004号 

沖縄総合通信事務所 総務大臣登録  沖一第0008号 

5　海外コンサルタント登録 
国際協力機構 （放送、通信、建築） 

国際協力銀行 （放送、建築、視聴覚教育） 

世界銀行 （放送、建築、視聴覚教育） 

アジア開発銀行 （放送、建築、視聴覚教育） 

マレーシア政府 （放送、建築、視聴覚教育） 

実用新案

会社概要

会 社 名

本　　社 東京都渋谷区神南1-4-1　〒150-0041
TEL 03-5456-4711（代）　FAX 03-5456-4747

代 表 者 代表取締役社長　　永井　研二
設　　立 1969年 （昭和44年）7月23日
資 本 金 3億円
売 上 高 412億円［2011年（平成23年）度］
主な株主 日本放送協会

株式会社日立国際電気 
パナソニック システムソリューションズ ジャパン株式会社 
沖電気工業株式会社 
株式会社東芝 
日本電気株式会社
日本無線株式会社
株式会社日立製作所
富士通株式会社 
三菱電機株式会社
ソニー株式会社
池上通信機株式会社
住友電気工業株式会社
日立電線株式会社
古河電気工業株式会社
電気興業株式会社 
八木アンテナ株式会社 
株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社NHKメディアテクノロジー 
株式会社NHKエンタープライズ
株式会社NHKビジネスクリエイト 

取引銀行 みずほコーポレート銀行
社 員 数 754名［2012年（平成24年）3月末現在］
許可・登録 建設業　大臣許可第4340号

一級建築士事務所
品質保証国際規格認証 　ISO9001（登録番号JQA-QM3349）

特　　　許

発明の名称 登録番号 登録日
コーリニアアンテナ装置 第3159905号 2010年05月12日

地上デジタル放送受信用ループアンテナ 第3167447号 2011年03月30日

技術資格者

資格名

無
線
・
通
信
・
情
報
関
係

電
気
関
係

人数
技術士 3

第一級陸上無線技術士 271

第二級陸上無線技術士 17

第一級陸上特殊無線技士 84

電気通信主任技術者 60

工事担任者 134

CATV技術者 280

監理技術者（通信） 251

情報処理技術者 43

電気主任技術者（第1種～第3種） 85

電気工事士（第1種） 123

電気工事士（第2種） 46

1級電気工事施工管理技士 64

2級電気工事施工管理技士 6

監理技術者（電気） 45

資格名

合計 1761

建
築
関
係

そ
の
他

人数
一級建築士 17

二級建築士 2

建築設備士 2

1級建築施工管理技士 16

2級建築施工管理技士 5

1級土木施工管理技士 5

2級土木施工管理技士 5

1級管工事施工管理技士 7

2級管工事施工管理技士 3

防錆管理士 9

監理技術者（建築） 21

危険物取扱者 133

消防設備士 19

ボイラー技士 4

労働安全コンサルタント 1

発明の名称 登録番号
MEDIUM-FREQUENCY RADIO BROADCASTING RETRANSMISSION SYSTEM FOR CONFINED AND 第5,537,637号 1996年07月16日
ELECTROMAGNETICALLY SHIELDED AREAS（米国）【中波ラジオ伝送方法・親】      

MEDIUM-FREQUENCY RADIO TRANSMISSION SYSTEM（米国）【中波ラジオ伝送方法・子】 第5,689,804号 1997年11月18日

トンネル内への中波ラジオ伝送方法 第2790769号 1998年06月12日

中波ラジオ伝送方法 第2935626号 1999年06月04日

アンテナ用防雪装置 第3529841号 2004年03月05日

多周波同調型ループアンテナ装置 第3621468号 2004年11月26日

放送用送信空中線系システム（アンテナ相互作用） 第3829068号 2006年07月14日

放送用送信空中線系システム（アンテナ共用） 第3831240号 2006年07月21日

OFDM波遅延プロファイル測定装置 第4102348号 2008年03月28日

地上デジタルSFN波測定装置 第4164041号 2008年08月01日

デジタル放送の放送番組記録装置 第4315618号 2009年05月29日

漏洩同軸ケーブル（１） 第4323545号 2009年06月12日

並列共振回路を備えた整合回路および直接共振回路を備えた整合回路 第4358791号 2009年08月14日

デジタル放送再送信装置およびデジタル放送再送信方法 第4663398号 2011年01月14日

放送波光送信装置及びそれを備えた放送波光中継システム 第4694351号 2011年03月04日

キャビティースロットアンテナ装置 第4814271号 2011年09月02日

アンテナ装置 第4838102号 2011年10月07日

フレネル遮蔽板 第4863926号 2011年11月18日

遅延プロファイル測定装置 第4925424号 2012年02月17日

アンテナ装置及び水平偏波用水平面無指向性アンテナ 第4938561号 2012年03月02日

登録日

NHK Integrated Technology Inc.
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〒150-0041　東京都渋谷区神南1-4-1
Tel.03-5456-4711（代）Fax.03-5456-4747
営業本部
Tel.03-5456-4733 Fax.03-5456-4745

送信ネットワーク事業部
Tel.03-5456-4730 Fax.03-5456-4740

マルチメディア・映像事業部
Tel.03-5456-4731 Fax.03-5456-4742

受信・ケーブル事業部
Tel.03-5456-4732 Fax.03-5456-4743

建築事業部
Tel.03-5456-4755 Fax.03-5456-4741

海外事業部
Tel.03-5456-4757 Fax.03-5456-4746

関東甲信越事業部
Tel.03-5456-4724 Fax.03-5456-4767

 
南関東支店　〒222-0033　
横浜市港北区新横浜2-7-19 6F
Tel.045-471-5787  Fax.045-472-1168

北関東支店　〒336-0022
さいたま市南区白幡5-17-1 K5オフィス2F
Tel.048-845-2150 Fax.048-845-2151

前橋事業所　〒371-0847
前橋市大友町1-7-10 1F
Tel.027-253-5220 Fax.027-252-7534

宇都宮事業所　〒320-0806
宇都宮市中央2-3-8
Tel.028-636-2153 Fax.028-632-6880

東関東支店　〒261-7112
千葉市美浜区中瀬2-6-1 WBGマリブイースト12F
Tel.043-299-0721 Fax.043-299-0768

水戸事業所　〒311-4142
水戸市東赤塚2083
Tel.029-254-7041 Fax.029-255-3815

長野事業所　〒380-0805
長野市大字三輪1241-1 メゾン光和1F
Tel.026-237-5531 Fax.026-237-5534

松本分室　〒390-8502
松本市深志3-10-3 NHK松本放送会館内
Tel.0263-32-3020 Fax.0263-32-3022

新潟事業所　〒950-0943
新潟市中央区女池神明2-10-4
Tel.025-284-4501 Fax.025-284-4502

甲府事業所　〒400-0026
甲府市塩部2-1-10
Tel.055-253-4011 Fax.055-253-4033

 
関西支社　〒540-0012
大阪市中央区谷町2-9-3 ガレリア大手前ビル3F
Tel.06-6966-0411 Fax.06-6966-0421

奈良分室　〒630-8540
奈良市鍋屋町27 NHK奈良放送会館内
Tel.0742-27-0321 Fax.0742-27-0321

京滋事業所　〒602-8158
京都市上京区丸太町通千本東入ル中務町491
Tel.075-822-0457 Fax.075-812-0256

大津分室　〒520-0806
大津市打出浜3-30 NHK大津放送会館内
Tel.077-521-3068 Fax.077-521-3068

神戸事業所　〒650-0004
神戸市中央区中山手通2-1-8 太陽生命神戸ビル4Ｆ
Tel.078-335-2585 Fax.078-335-2586

和歌山事業所　〒640-8269
和歌山市小松原通1-1-11 大岩ビル５Ｆ
Tel.073-421-8360 Fax.073-421-8361

中部支社　〒461-0001
名古屋市東区泉1-12-35 1091ビル5F
Tel.052-957-3761 Fax.052-957-3767

津事業所　〒514-8531
津市丸之内養正町4-8 NHK津放送会館内
Tel.059-225-7883 Fax.059-225-7419

岐阜事業所　〒500-8554
岐阜市京町2-3 NHK岐阜放送会館内
Tel.058-264-4644 Fax.058-262-3570

金沢事業所　〒920-0057
金沢市桜田町1-26 ドマーニ桜田2F
Tel.076-222-6101 Fax076-222-6102

福井事業所　〒910-8680
福井市宝永3-3-5 NHK福井放送会館内
Tel.0776-27-3713 Fax.0776-27-7679

富山事業所　〒930-8502
富山市新総曲輪3-1 NHK富山放送会館内
Tel.076-444-8144 Fax.076-445-1533

静岡事業所　〒420-0866
静岡市葵区西草深町7-1 雙英ビル2F
Tel.054-653-1133 Fax.054-653-1315

浜松事業所　〒430-8691
浜松市中区下池川町35-28 NHK浜松放送会館内
Tel.053-472-2141 Fax.053-472-2142

 
中国支社　〒730-0051
広島市中区大手町2-11-10 NHK広島放送センタービル内
Tel.082-542-4311 Fax.082-244-2046

岡山事業所　〒703-8235
岡山市中区原尾島3-1-3 カネボウベルビュー2F
Tel.086-271-1010 Fax.086-271-1045

松江事業所　〒690-0065
松江市灘町205 赤玉ビル
Tel.0852-27-1096 Fax.0852-27-1070

鳥取事業所　〒680-8701
鳥取市寺町100 NHK鳥取放送会館内
Tel.0857-22-7326 Fax.0857-22-7329

山口事業所　〒753-0023
山口市三の宮1-1-60 サンライズマンションⅡ
Tel.083-923-2390 Fax.083-920-2493

 
九州支社　〒810-8577
福岡市中央区六本松1-1-10 NHK福岡放送センタービル内
Tel.092-716-6900 Fax.092-716-4008

北九州分室　〒803-8555
北九州市小倉北区室町1-1-1-20 NHK北九州放送会館内
Tel.093-592-7797 Fax.093-583-1660

佐賀分室　〒840-8601
佐賀市城内2-15-8 NHK佐賀放送会館内
Tel.0952-28-5048 Fax.0952-28-5023

熊本支店　〒860-8602
熊本市中央区千葉城町2-7 NHK熊本放送会館内
Tel.096-324-8810 Fax.096-311-1748

長崎事業所　〒850-0052
長崎市筑後町4-7 大久保筑後町ビル3F
Tel.095-829-0790 Fax.095-829-0791

鹿児島事業所　〒892-0823
鹿児島市住吉町13-12
Tel.099-225-0971 Fax.099-225-0563

宮崎事業所　〒880-8633
宮崎市江平西2-2-15 NHK宮崎放送会館内
Tel.0985-25-4903 Fax.0985-29-9983

大分事業所　〒870-0027
大分市末広町2-10-24 ディック学園ビル4F
Tel.097-538-0186 Fax.097-532-5786

沖縄事業所　〒900-8535
那覇市おもろまち2-6-21 NHK沖縄放送会館内
Tel.098-869-7091 Fax.098-869-7092

東北支社　〒980-0011
仙台市青葉区上杉3-5-17
Tel.022-261-0746 Fax.022-261-0756

山形事業所　〒990-8575
山形市桜町2-50 NHK山形放送会館内
Tel.023-615-3815 Fax.023-615-3816

盛岡事業所　〒020-0066
盛岡市上田1-14-15
Tel.019-624-3330 Fax.019-624-3304

秋田事業所　〒010-0002
秋田市東通仲町3-17
Tel.018-835-2310 Fax.018-835-2287

郡山事業所　〒963-8876
郡山市麓山1-5-21 NHK郡山放送会館内
Tel.024-922-7123 Fax.024-925-9804

福島分室　〒960-8588
福島市早稲町1-2 NHK福島放送会館内
Tel.024-522-9910 Fax.024-522-9910

青森事業所　〒030-0844
青森市桂木3-20-5　
Tel.017-774-4420 Fax.017-734-0411

八戸事務所　〒031-0801
八戸市江陽2-10-26
Tel.0178-44-2471 Fax.0178-44-1452

 
北海道支社　〒003-0006
札幌市白石区東札幌６条4-1-11
Tel.011-823-5678 Fax.011-823-5720

千歳事業所　〒066-0027
千歳市末広2-1-12 マーベラスホーム末広2丁目
Tel.0123-22-3576 Fax.0123-23-6468

室蘭事業所　〒051-0012
室蘭市山手町1-3-50 NHK室蘭放送会館内
Tel.0143-25-2530 Fax.0143-25-2531

旭川事業所　〒070-8680
旭川市6条通6-27 NHK旭川放送会館内
Tel.0166-25-7602 Fax.0166-25-8276

北見事業所　〒090-0035
北見市北斗町2-3-24 NHK北見放送会館内
Tel.0157-68-1423 Fax.0157-68-1420

釧路事業所　〒085-8660
釧路市幣舞町3-8 NHK釧路放送会館内
Tel.0154-42-0080 Fax.0154-42-0081

帯広事業所　〒080-0015
帯広市西5条南7-2-2 NHK帯広放送会館内
Tel.0155-23-3631 Fax.0155-23-2741

函館事業所　〒040-8680
函館市千歳町13-1 NHK函館放送会館内
Tel.0138-26-8490 Fax.0138-26-7674

 
四国支社　〒790-0952
松山市朝生田町2-2-33
Tel.089-943-5543 Fax.089-943-5673

徳島事業所　〒770-0822
徳島市東出来島町12 大門ビル4F
Tel.088-625-8851 Fax.088-625-1156

高松事業所　〒760-0036
高松市城東町1-6-26 蓮井ビル3Ｆ
Tel.087-822-3375 Fax.087-823-7820

高知事業所　〒780-8512
高知市本町3-3-12 NHK高知放送会館内
Tel.088-871-6886 Fax.088-871-6805

事業所一覧

沿　　革

1969年（昭和44年） 7月 会社設立　商号「全日本テレビサービス株式会社」　資本金5,600万円

8月 東京都千代田区内幸町一丁目2番1号勧銀南別館において営業を開始
東京・大阪・名古屋・広島・熊本・仙台・札幌・松山の各支社、福岡駐在所を順次新設

1974年（昭和49年） 6月 資本金を9,600万円に増資

1990年（平成2年） 7月 資本金を3億円に増資

10月 社名を「株式会社NHKアイテック」に変更

1997年（平成9年） 12月 本社（神山事務所及び小山台事務所）を東京都渋谷区神南一丁目4番1号第七共同ビルに移転統合

1999年（平成11年） 5月 「ISO9001」認証を取得

2003年（平成15年） 7月 臨時職制「アナログ周波数変更対策推進室」を設置（～2008.3）

2008年（平成20年） 4月 臨時職制「完全デジタル化対策本部」を設置（～2012.6）

組織図
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役員・執行役員一覧
代表取締役社長 永　井　研　二
専務取締役 栃　木　謙　作 総括、経営業務室長、経営業務室〔安全・品質〕・特別プロジェクト担当
専務取締役 山　本　　　勇 営業・支社担当、建設業経営業務管理責任者
常務取締役 右　田　誠　司 受信・ケーブル事業部長、関東甲信越事業担当
取締役 矢　田　修　治 経営業務室〔財務〕部長
取締役 瀬　尾　光　男 経営業務室〔総務・コンプライアンス〕部長
取締役 髙　橋　　　彰 経営業務室〔経営企画〕部長、建築事業・海外事業・特別プロジェクト担当
取締役 前　田　和　夫 営業本部長
取締役（非常勤） 真　崎　俊　雄 （株）東芝　執行役上席常務　社会インフラシステム社社長
取締役（非常勤） 高　田　和　宏 日本電気（株）　執行役員 兼 社会システム事業本部長
取締役（非常勤） 浜　田　泰　人 ＮＨＫ技術局長
取締役（非常勤） 藤　沢　秀　一 ＮＨＫ放送技術研究所長
監査役（非常勤） 香　村　佐斗史 （株）みずほコーポレート銀行　営業第十八部長
監査役（非常勤） 小　泉　公　二 ＮＨＫ関連事業局長
執行役員 庄　子　　　博 東北支社長
執行役員 川　野　順一郎 マルチメディア・映像事業部長
執行役員 野　田　幸　雄 送信ネットワーク事業部長




